
 

 

 

 

地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター 

第四期中期目標期間の終了時に見込まれる業務 

実績評価書 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都 

 

 



 



地方独立行政法人東京都立産業技術研究センターの 

第四期中期目標期間の終了時に見込まれる業務実績評価について  
 

 

地方独立行政法人の業務実績評価には、中期目標の期間における業務の実績

に関する評価（期間終了前に実施する見込みの評価を含む。）と、各事業年度に

おける業務の実績に関する評価の二つがあり、地方独立行政法人法第２８条の

規定に基づき、知事が評価を行います。 

評価の実施に当たっては、地方独立行政法人法第２８条及び東京都地方独立

行政法人評価委員会条例第２条の規定に基づき、東京都地方独立行政法人評価

委員会（以下「評価委員会」という。）の意見を聴くこととされています。 

 

このたび、地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター（以下「法人」

という。）の第四期中期目標期間の終了時に見込まれる評価（以下「見込評価」

という。）を行いました。 

 

今回実施した見込評価は、法人の中期目標期間の終了時に見込まれる業務実

績を調査・分析し、中期目標の達成状況等の全体について総合的な評価を行う

ことにより、評価の結果を業務及び組織の全般にわたる検討並びに次期中期目

標の策定に活用することを目的としています。 

 

本評価書では、法人から提出された業務実績等報告書、法人からのヒアリン

グ及び評価委員会の意見を通じて業務の実績を総合的に評価し、まとめた評価

結果について、全体評価、項目別評価の順に掲載しています。 
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優れた業務の達成状況にあり、期間終了時には、中期目標の達成が見込まれる。 

 

○  高く評価すべき事項 

・ 東京都立産業技術研究センター（以下「都産技研」という。）は、研究開発と技術

支援の両面で様々な事業を展開し、第四期中期計画（令和３年度～令和７年度）の目

標値に向けて着実に実績を積み重ねるとともに、中小企業の製品化等に貢献しており

評価できる。 

 

・ 研究開発については、研究の目指す方向性を明確にすることにより、技術支援の高

度化や中小企業の製品化等に貢献するとともに、新産業の創出等に資する知見の獲得

につなげている。中小企業との共同研究では、こうして蓄積した都産技研の知見と中

小企業の持つ技術やアイデアを融合し、多数の製品を生み出している。また、外部資

金導入研究の採択件数を伸ばし、研究の幅を広げ、質を高めてきたことは高く評価で

きる。 

 

・ 技術支援については、技術相談、依頼試験、機器利用等のサービスに加え、中小企

業の個別のニーズに沿ってきめ細かく柔軟な支援を提供している。また、５Ｇ・Ｉｏ

Ｔ・ロボット分野、航空機部品開発、ものづくりベンチャーへの支援により、多くの

製品化・事業化につながっていることは評価できる。加えて、社会課題の解決に資す

る製品を中小企業と共同で開発し、実績を上げていることも高く評価できる。 

 

 

○  改善・充実を求める事項 

・ 利用企業からの相談内容や支援実績に関するデータの蓄積と分析を進めることによ

って、業務運営全体の質の向上に活用されることを期待する。 

 

・ 社会経済動向や中小企業のニーズの変化に即応できるよう、柔軟かつ機動性の高い

組織運営と、それを担う人材の確保及び育成が望まれる。 

 

  

地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター 

第四期中期目標期間の終了時に見込まれる業務実績評価 全体評価 
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総 評  

第四期中期計画の４年目までの実施状況から見て、中期目標期間終了時において優れた

業務の達成状況にあるものと見込まれる。 
 

第四期中期目標期間中、東京都立産業技術研究センター（以下「都産技研」という。）

は、「中小企業のイノベーションを加速させる技術支援」「新技術・新製品に着実につな

がる研究開発」「変化に的確に対応できる機動的運営」という三つの経営方針に基づいて

事業を推進し、研究開発と技術支援の両面において優れた実績を上げている。 

また、令和２年度に開設したＤＸ推進センター及びヘルスケア産業支援室、令和３年度

に組織統合した食品技術センターを拠点として、専門技術領域に関する支援の幅を拡充さ

せるとともに、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を意識したテーマを設定して中小企業と

共同開発を行う、プロジェクト型の事業を数多く推進している。 

 

研究開発については、基盤研究のテーマを「東京の産業を牽引する研究」「創出する研

究」「支える研究」に分類し、目指す方向性を明確にすることにより、技術支援の高度化

や中小企業の製品化・事業化に貢献するとともに、新たな産業の創出等に資する知見の獲

得につなげている。中小企業との共同研究では、こうして蓄積した都産技研の高度な技術

的知見と、中小企業の持つ優れた技術やアイデアを融合することで、多数の製品を生み出

している。また、提案公募型研究の採択率を上げるための組織を挙げての取組を行うこと

によって、外部資金導入研究の採択件数を伸ばし、研究の幅を広げ、質を高めてきたこと

は高く評価できる。 

 

技術支援については、技術相談、依頼試験、機器利用等のサービスに加え、中小企業の

個別のニーズに沿ってきめ細かく柔軟な支援を提供する「オーダーメード型技術支援」の

実施により、製品化・事業化に至った件数を着実に伸ばしている。また、５Ｇ・ＩｏＴ・

ロボット分野での新技術・新製品開発や航空機部品の開発、ものづくりベンチャーへの試

作開発等への支援により、多くの製品化・事業化につながっていることは評価できる。加

えて、プラスチック代替、フードテック、サーキュラーエコノミー、障害者の活発な活動、

介護環境の改善といった社会課題の解決に資する製品を中小企業と共同で開発し、実績を

上げていることも高く評価できる。 

今後は、利用企業からの相談内容や支援実績に関するデータの蓄積と分析を進めること

によって、技術支援から研究開発に至るまで、業務運営全体の質の向上に活用されること

を期待する。 

 

業務運営については、社会経済動向や中小企業のニーズの変化に即応した研究開発と技

術支援を実施することができるよう、柔軟かつ機動性の高い組織運営と、それを担う人材

の確保及び育成が望まれる。 
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（第五期中期目標期間の事業運営に向けて） 

第五期中期目標期間においては、都内中小企業を取り巻く社会経済情勢や都政の動向等

の変化に迅速・的確に対応できるよう、都産技研が培ってきた技術力を更に発展・向上さ

せるとともに、技術分野を横断した柔軟な組織運営を行うことによって、都産技研の総合

力が最大限に発揮されることを期待する。 

 

東京都が令和７年３月に策定した「２０５０東京戦略」や、令和４年１１月に策定した

スタートアップ戦略「Ｇｌｏｂａｌ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ ｗｉｔｈ ＳＴＡＲＴＵＰ

Ｓ」においては、都立の公設試験研究機関である都産技研が、社会課題の解決やスタート

アップ支援に貢献することが期待されている。そうした期待に応えていくためには、立ち

現れる様々な社会課題や産業の将来展望を見据えた上で、先進的な技術シーズを蓄積して

いくことが重要となる。都産技研には、自らの研究開発をより一層充実させるとともに、

開発型中小企業やものづくりスタートアップとの共同研究によって先進技術の社会実装を

進め、さらには、企業間の連携による協業・共同開発を支援することで、オープンイノベ

ーションの輪を広げる役割を果たしていくことを期待する。 

 

経済のグローバル化や少子高齢化、人口減少、デジタルトランスフォーメーションなど

の社会の変化を背景に、新技術・新製品開発を目指すことで企業活動を発展させようと考

える中小企業に対しては、市場ニーズにも目を配りつつ企業が直面している技術課題と向

き合い、事業化までを見据えたきめ細かな支援を提供することを望む。 

 

そうした中小企業に都産技研の支援が広く行き渡り、都内経済の活性化に寄与するため

には、これまで以上に「総合力で頼りになる都産技研」の存在を広く発信してプレゼンス

を向上させ、未利用企業層の都産技研に対する認知度を高めることが重要である。そのた

めに、様々な広報媒体や中小企業との交流の機会を積極的に活用して、研究成果や保有知

的財産とその活用事例等を戦略的に発信していくことを望む。 

 

 

（その他） 

第五期中期計画における評価単位及び評価指標は、アウトカムを重視した評価を行うこ

とができるよう、第五期中期目標において定める項目に沿って適切な評価単位の区分を設

定し、可能な限り成果指標となり得る数値目標を検討することを求める。 
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Ⅱ 項 目 別 評 価 
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項目別評価に当たっては、法人から提出された業務実績等報告書や法人から

のヒアリング等を基に、中期計画に記載されている各項目の進捗状況及び成果

等について検証を行い、中期目標の達成に向けた法人の事業進捗状況・成果を

評価項目ごとに以下の５段階の評語により評価を行った。 

 

評 

 

 

定 

 

Ｓ・・・中期目標の達成状況が極めて良好である 

Ａ・・・中期目標の達成状況が良好である 

Ｂ・・・中期目標の達成状況が概ね良好である 

Ｃ・・・中期目標の達成状況がやや不十分である 

Ｄ・・・中期目標の達成状況が不十分であり、法人の 

    組織、業務等に見直しが必要である 
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地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター　 　　項目別評定総括表

R3
年度

R4
年度

R5
年度

R6
年度

R7
年度

見込
評価

期間実績
評価

技術相談 1 Ｂ Ｂ Ｂ B B 11ページ

依頼試験、機器利用 2 Ａ Ａ Ａ A A 12ページ

オーダーメード型技術支援 3 Ａ Ｂ Ｂ A B 14ページ

基盤研究 4 Ｓ Ｂ Ａ S A 15ページ

共同研究 5 Ａ Ａ Ａ A A 16ページ

外部資金導入研究・調査 6 Ａ Ｓ Ｓ S S 17ページ

知的財産 7 Ａ Ａ Ａ A A 18ページ

新産業創出支援 8 Ａ Ａ Ｓ S S 19ページ

社会的課題解決支援 9 Ｓ Ｓ Ａ A S 20ページ

オープンイノベーション 10 Ｂ Ｂ Ｂ B B 21ページ

製品開発支援ラボ等 11 Ａ Ａ Ａ A A 22ページ

海外展開 12 Ｂ Ａ Ａ A A 23ページ

支所における支援 13 Ｂ Ｂ Ｂ A B 24ページ

食品産業への支援 14 Ｂ Ｂ Ｂ B B 25ページ

産業人材の育成 15 Ｂ Ａ Ａ B B 26ページ

情報発信の推進 16 Ａ Ａ Ａ B A 27ページ

組織体制及び運営、
効率化、経費節減

17 Ｂ Ａ Ｂ B B 28ページ

資産の適正な管理運用等 18 Ｂ Ｂ Ｂ B B 30ページ

危機管理対策、社会的責任 19 Ｂ Ｂ Ｂ B B 31ページ

内部統制・コンプライアンス 20 Ｂ Ｂ Ｂ B B 32ページ

中期目標
期間評価

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

Ⅱ～Ⅷ 財務内容の改善に関する事項、その他業務運営に関する重要事項等

年度評価

評定説明 備考

Ⅰ　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

項目
番号

中期目標を達成するために
取るべき措置
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項目１（技術相談） 

第四期中期計画 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－１ 技術相談 

都産技研が保有する技術を活用して、ものづくり基盤技術分野のみならず、これらに

関連する社会的課題やサービス産業分野に対しても技術面から幅広く対応する。 

また、支援状況のカルテ化と相談内容の分析、ＯＪＴによる職員の質の向上などによ

り、相談業務を効率的かつ効果的に行う。 

電子メール、ウェブ相談など、デジタル媒体を活用した相談実施率を、第四期中期計

画の最終年度までに 50パーセント以上とすることを目標とする。 

 

評 価 Ｂ （中期目標の達成状況が概ね良好である） 

■ デジタル媒体を活用した技術相談実施率は 50％に達し、中期計画目標値を達

成する見込み。 

  

実施率（％） 

中期計画目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

50 45  38  40  50  

 

■ デジタル媒体を活用した技術相談を推進する取組として、バーチャル技術相

談や簡易技術相談チャットボットなどを導入した。 

 

■ 利用者アンケートに基づく技術相談の満足度は、毎年度 96％以上の高い水準

を維持している。 

 

⇒ 相談内容や支援実績に関するデータの蓄積と分析により、技術支援から研究

開発まで、都産技研の業務運営全体の質の向上に活用することが望まれる。 
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項目２（依頼試験、機器利用） 

第四期中期計画 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－２ 依頼試験 

製品などの品質・性能証明や事故原因究明、中小企業の高品質、高性能、高安全性

等、付加価値の高いものづくりを支援できるよう、試験結果に基づいた効果的なアドバ

イスを実施する。 

都産技研が保有する技術をベースとした特徴的な試験の充実を図るとともに、「支え

る」研究の成果を活用するなど研究開発事業と有機的な連携により試験品質の維持向上

を図り、一層高品質なサービスの提供に努める。 

中小企業の製品開発に必要となる多様な試験ニーズに対応するため、機器の保守・更

新、校正管理を適切に行うとともに、試験項目を見直す。 

また、依頼試験手続きのデジタル化を進め、利便性を向上させる。 

１－３ 機器利用 

中小企業では導入が困難な測定機器や分析機器を計画的に整備し、中小企業における

製品化・事業化のために機器の直接利用のサービスを提供する。利用に際しては、職員

が豊富な知識を活かして、的確な指導・助言を行う。また、第三期中期計画期間に引き

続き、利用者ニーズや機器の利用頻度などを踏まえて、項目を見直し、利便性を向上さ

せる。 

操作に高度な知識や技術を要する機器については、利用方法習得のための講習会を開

催し、利用者にライセンスを付与することで、高度な機器の利用促進や中小企業の技術

力向上を図る。 

 

依頼試験及び機器利用の合計利用件数については、第四期中期計画期間中に130万件

を目標とする。 
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評 価 Ａ （中期目標の達成状況が良好である） 

■ 依頼試験及び機器利用の合計利用件数は、初年度は新型コロナ感染症の影響

で大きく落ち込んでいたが、その後、中小企業の利用ニーズの増加に対応する

ことで、中期計画目標値に対して 81％の達成度となっている。 

 

  令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 合計 

依頼試験（件） 113,408 104,556 120,657 119,224   457,845 

機器利用（件） 131,623 148,001 153,431 164,680   597,735 

合計（件） 245,031 252,557 274,088 283,904 1,055,580 

※中期計画目標 依頼試験・機器利用の合計：130万件  

 

■ 計量法に基づく試験所認定の対象となる測定分野を拡充し、質の高い品質証

明を求める試験のニーズに応えている。 

 

■ 利用者アンケートに基づく依頼試験及び機器利用の満足度は、いずれも毎年

度 97％以上の高い水準を維持している。 

 

⇒ 高度化している技術支援ニーズや、これまで取り組んでいない新たな技術分

野に対応した、依頼試験・機器利用の充実を期待する。 
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項目３（オーダーメード型技術支援） 

第四期中期計画 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－４ オーダーメード型技術支援 

中小企業の製品開発段階に応じたきめ細かい支援を行うために、製品の企画・設計か

ら品質評価に係る技術課題まで柔軟に対応するオーダーメード型技術支援を実施する。

日本産業規格（ＪＩＳ）などに定めのない分析・評価や試作、人材育成などを適宜組み

合わせるとともに、各技術分野の連携を強化して、包括的に支援を行う。 

オーダーメード型技術支援を利用して製品化又は事業化に至った件数については、第

四期中期計画期間中に 120件を目標とする。 

 

 

 

  

評 価 Ｂ （中期目標の達成状況が概ね良好である） 

■ 支援を利用して製品化又は事業化に至った件数は、中期計画目標値に対して

86％の達成度となっている。 

 

  

製品化・事業化に

至った件数（件） 

中期計画目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 合計 

120 30 20 22 31 103 

■ 様々な支援メニューを組み合わせることで、製品開発や生産工程改善、人材

育成など、個々の中小企業が直面している固有の技術課題の解決に向けた柔軟

な支援を展開している。 

 

⇒ 開発型中小企業、スタートアップに対する、企画・設計から試作・製品化ま

で、一貫した技術・製品開発の支援の強化が望まれる。 
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項目４（基盤研究） 

第四期中期計画 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－５ 基盤研究 

多くの中小企業が抱える課題への対応に必要な研究、市場の拡大が見込まれる分野、

及び社会的課題解決に資する分野の研究を基盤研究として取り組む。 

また、研究開発戦略に基づき、重点的に取り組む研究テーマを設定し、機械、電気・

電子、情報、ＩｏＴ、化学、バイオ、食品等の基盤技術分野に対する基盤研究を着実に

実施していく。 

さらに、社会の多様化・急激な変化などを背景とした複層的な技術課題の解決を図る

ため、研究部門を超えて、都産技研の技術分野を横断・融合したテーマ設定型の研究開

発事業を継続実施する。 

基盤研究の成果を基に、支援事業に発展した件数、共同研究に発展した件数、外部資

金導入研究に採択された件数を合わせて、第四期中期計画期間中に135件を目標とす

る。 

評 価 Ａ （中期目標の達成状況が良好である） 

■ 基盤研究の成果を基に、支援事業や共同研究、外部資金導入研究に発展した

件数は、中期計画目標値に対して 90％の達成度となっている。 

 

発展・採択 

件数（件） 

中期計画目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 合計 

135 31 22 32 37 122 

 

■ 研究開発戦略に基づき、各研究テーマを「東京の産業を牽引する研究」「創出

する研究」「支える研究」に分類して、目指す方向性を明確化した上で多様な研

究を実施した。 

 

■ 組織の垣根を乗り越えて、複数の技術分野を横断したチームを構成して課題

解決を目指す「協創的研究開発」を継続的に実施し、今後、新製品開発への活

用が期待される研究成果を生み出している。 

 

⇒ 中小企業が直面している課題の解決に資する研究から、社会課題の解決につ

ながる先導的な研究まで、様々な研究を効果的に推進することで、中小企業や

スタートアップへの支援が充実強化されることを期待する。 
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項目５（共同研究） 

第四期中期計画 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－６ 共同研究 

基盤研究で得られた研究成果や中小企業や大学などのアイデアや技術シーズを効率的

かつ効果的に製品化・事業化へつなげていくため、独自の技術やノウハウを有し意欲の

ある中小企業や業界団体、大学、研究機関等と課題を共有し、協力して共同研究に積極

的に取り組む。また、共同研究終了後も製品化・事業化などの状況を把握し、既存の支

援事業でサポートする。 

共同研究の実施により製品化又は事業化に至った件数については、第四期中期計画期間

中に 70件を目標とする。 

 

評 価 Ａ （中期目標の達成状況が良好である） 

■ 共同研究の実施により製品化又は事業化に至った件数は、中期計画目標値に

対して 90％の達成度となっている。 

 

 

■ 共同研究終了後もフォローを継続し、開発した製品の評価試験や改良に関す

る支援を行うことで、販売促進を後押ししている。 

 

⇒ 引き続き、新技術・新製品の開発に取り組む中小企業やスタートアップに対

して、都産技研が蓄積してきた技術シーズと高度な専門技術を活用した共同研

究を積極的に展開し、製品化・事業化に貢献していくことを期待する。 

 

製品化・事業化に

至った件数（件） 

中期計画目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 合計 

70 14 15 19 15 63 
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項目６（外部資金導入研究・調査） 

第四期中期計画 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－７ 外部資金導入研究・調査 

第三期中期計画期間から開始した、申請書作成に関する査読や職員研修の仕組みを利

用して、産業振興を目的とする外部資金や科学研究費助成事業などへ積極的に応募し、

採択を目指す。また、研究成果を企業の製品化・事業化、共同研究や支援事業に活用し

て、中小企業のニーズや社会的ニーズに応える。 

外部資金導入研究の採択件数については、第四期中期計画期間中に 140 件を目標とす

る。 

 

評 価 S （中期目標の達成状況が極めて良好である） 

■ 外部資金導入研究の採択件数は、４年度目に中期計画の目標を達成した。 

 

採択件数

（件） 

中期計画目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 合計 

140 30 36 50 50 166 

 

■ 外部資金導入研究により都産技研が受け入れた歳入総額は、第三期中期目標

期間の実績を上回る高い水準となっている。 

 

歳入総額 

（百万円） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

257 362 355 265 

 

■ 提案公募型研究の新規採択を増やすために、所内の指導体制や研修の充実、

応募実績の無い外部資金の職員への周知など、組織を挙げての取組を行ってい

る。 

 

⇒ 外部資金を積極的に獲得することで、都産技研の研究の幅を広げ、質を高め

てきたことは高く評価できる。 

今後も、外部資金を活用した中小企業等との共同研究や受託研究により、先進

的な新技術・新製品開発を推進していくことを期待する。 
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項目７（知的財産） 

第四期中期計画 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－８ 知的財産の取得と活用 

都産技研の成果として蓄積した優れた新技術や技術的知見を、中小企業の技術開発や

製品開発に活かすため、知的財産権の出願を行う。また保有する知的財産を積極的に情

報発信し、実施許諾の推進を図る。 

都産技研の知的財産権を中小企業などへ実施許諾する件数については、第四期中期計画

期間中に 35件を目標とする。 

 

評 価 Ａ （中期目標の達成状況が良好である） 

■ 知的財産権を実施許諾した件数は、３年度目に中期計画の目標を達成した。 

 

実施許諾 

件数（件） 

中期計画目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 合計 

35 17 12 12 9 50 

 

■ 職務発明審査会において、将来、中小企業への実施許諾につながる可能性の

高い研究成果を抽出、評価した上で、知的財産化を推進している。 

 

⇒ 有望な技術シーズを生み出し、知的財産権として確保することで、多くの共

同研究等に活用していくことを期待する。 
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項目８（新産業創出支援） 

第四期中期計画 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 産業の発展と都民生活の向上を目指したプロジェクト型支援 

２－１ 新産業創出支援  

都産技研が、これまで培ってきたＩｏＴ、ロボット技術に５Ｇを含めた次世代通信技

術などを活用することで、成長分野における中小企業の新技術・新製品開発を支援す

る。これにより、中小企業のデジタルトランスフォーメーションを後押しし、付加価値

の高い製品開発やサービス創出を支援する。 

また、東京の中小企業が持つ優れた技術を向上・育成し、国際競争力のある高度なも

のづくり中小・ベンチャー企業を支援する。 

 

評 価 S （中期目標の達成状況が極めて良好である） 

■ 令和２年度に開設したＤＸ推進センターを拠点として、５Ｇ、ＩｏＴ、ロボ

ット技術の社会実装に向けた研究開発と技術支援を実施しており、共同研究等

から製品化・事業化に至った件数は４年間で 18 件となっている。 

 

■ 航空機産業への参入や販路拡大を目指す中小企業に対して、共同研究や試作

支援を実施しており、米国からの航空機部品の受注及び納入が実現した。 

 

■ ものづくりベンチャーの優れたアイデアを選出し、試作支援やピッチコンテ

ストを通した事業化支援を行うことで、製品化や法人化につなげている。 

 

⇒ ＤＸ推進センターや航空機産業支援室などを拠点として、多くの中小企業や

スタートアップに対して支援を展開し、製品化・事業化に貢献してきたことは

高く評価できる。 

引き続き、今後市場規模が拡大すると見込まれる成長産業への参入に挑戦す

る中小企業やスタートアップに対して、支援を推進していくことを期待する。 
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項目９（社会的課題解決支援） 

第四期中期計画 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 産業の発展と都民生活の向上を目指したプロジェクト型支援 

２－２ 社会的課題解決支援 

廃プラスチックをはじめとする環境分野やＱＯＬの向上などの社会的課題の解決に資

する分野（環境分野、ヘルスケア分野、食品分野等）における技術開発や製品化・事業

化を促進するための支援を行う。バイオ基盤技術を活用して、化粧品や食品などの製品

開発を支援する。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、その必要性が顕在化した新しい生活様

式に対応した新技術・新製品の開発を支援する。 

 

評 価 S （中期目標の達成状況が極めて良好である） 

■ プラスチック代替、フードテック、サーキュラーエコノミー、障害者の活発

な活動、介護環境の改善といった、社会課題の解決に資する研究開発に取り組

み、中小企業の製品化・事業化を促進している。 

 

■ ヘルスケア産業支援室を拠点として、動物実験代替技術などに関する基盤研

究に取り組むとともに、化粧品や食品関連企業のニーズに対応した機器整備を

行い、支援体制を強化することで、技術支援の実績を伸ばしている。 

 

■ ゼロエミッションに資する水素エネルギーの活用を促進するために、調査と

基盤研究に取り組むとともに、水素関連事業への参入に関心を持つ中小企業向

けのセミナーを開催し、情報発信と普及啓発を行った。 

 

⇒ 都産技研の支援によって、様々な社会的課題に対応した分野において、多く

の新製品、新サービスの開発につながったことは高く評価できる。 

今後は、将来的な社会動向や技術動向を見据えて優れた技術シーズを蓄積す

るとともに、社会的課題の解決に資するイノベーションの担い手となる中小企

業やスタートアップの輩出を目指した取組を期待する。 
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項目１０（オープンイノベーション） 

第四期中期計画 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 中小企業等の新事業展開支援 

３－１ 多様な連携によるオープンイノベーション等の促進 

企業の保有技術を分かりやすく発信する機会を都産技研が提供することによりビジネ

スマッチングを活性化し、金融機関など他の支援機関や、豊富な技術シーズを有する大

学や研究機関と協力して、中小企業のオープンイノベーションを促進する取り組みを実

施する。このような取り組みを通じ、単独企業では困難な技術的課題の解決や新製品・

新技術開発を促進する。 

東京都をはじめとする自治体、中小企業支援機関などが実施する中小企業などへの助

成や表彰などのための技術審査に積極的に協力する。 

都産技研が保有していない技術分野に関する相談などに対し、首都圏公設試験研究機

関連携体に参加している近隣の公設試験研究機関や大学などと連携を図り、中小企業へ

の技術支援の充実を図る。 

 

評 価 Ｂ （中期目標の達成状況が概ね良好である） 

■ ビジネスマッチング会の主催や、異業種交流グループ及び技術研究会の設立

と運営を支援することにより、企業間の連携を促進する取組を行っている。 

 

■ 金融機関や都内外の自治体と連携して、セミナーや相談会への参加、都産技

研のＰＲなど、利用拡大を図るための取組を実施している。 

 

⇒ 中小企業やスタートアップ、大学等の交流連携を支援し、協業や共同開発を

促進するなど、オープンイノベーションの輪を広げる取組を強化することが望

まれる。 
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項目１１（製品開発支援ラボ等） 

第四期中期計画 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 中小企業等の新事業展開支援 

３－２ 都産技研の資源やネットワークを活用した支援 

新製品・新技術開発や、起業・第二創業を目指す中小企業に対して、都産技研の資源

が活用できる本部と多摩テクノプラザの製品開発支援ラボの利用を促進する。製品開発

支援ラボは、中小企業のニーズに合わせ運営し、機器利用、依頼試験、オーダーメード

型技術支援、共同研究などの支援メニューも併せて提供し、製品化・事業化を後押しす

る。また、都のスタートアップ支援事業や起業支援機関との連携により、スタートアッ

プ企業の製品化・事業化を支援する。 

 

評 価  Ａ （中期目標の達成状況が良好である） 

■ 24室ある製品開発支援ラボの入居促進に向けて、ＳＮＳの活用や他の支援機

関を通したＰＲを行うことで、年間入居率は 96％以上の高い水準で推移してい

る。 

 

年間入居率

（％） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

100 100 99.6 96.3 

 

■ 入居企業に対する技術支援や共同研究、イベント出展支援等を通して、製品

化・事業化に貢献している。 

 

⇒ 製品開発支援ラボを拠点として、中小企業やスタートアップの新技術・新製

品開発に対する支援を展開するとともに、開発製品のＰＲなど、販路開拓につ

ながる取組を行うことを期待する。 
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項目１２（海外展開） 

第四期中期計画 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 中小企業等の新事業展開支援 

３－３ 海外展開の促進 

海外市場に進出するための情報やノウハウなどが不足する中小企業に対して、国際規

格などに関する相談や動向に関するセミナーを実施する。また、中小企業の海外展開に

必要となる国際規格への適合性などについて、企業のニーズに応じたきめ細かい支援を

実施する。 

また、今後の市場拡大が期待される海外に展開する中小企業に対し、海外支援拠点と

本部などが一体となり、ウェブ会議システムを活用し、海外現地中小企業への技術支援

を充実させる。 

中小企業の海外展開に寄与した件数については、第四期中期計画期間中に 120 件を目

標とする。 

 

評 価  Ａ （中期目標の達成状況が良好である） 

■ 中小企業の海外展開に寄与した件数は、３年度目に中期計画の目標を達成し

た。 

  

海外展開に寄与 

した件数（件） 

中期計画目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 合計 

120 30 53 55 52 190 

 

■ 海外の法規制や国際規格への適合性などに関する技術相談や、セミナー、ウ

ェブサイトによる最新情報の提供を着実に実施している。 

 

■ バンコク支所における技術相談や実地技術支援の件数は、初年度以降、毎年

度増加している。 

 

技術相談・実地技術支援

実績（件） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

123 247 416 434 

 

⇒ 国際規格などに関する技術相談や情報提供を継続するとともに、規格や規制

に適合した製品開発や評価試験に力を入れることで、中小企業の海外展開を一

層促進していくことを期待する。 
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項目１３（支所における支援） 

第四期中期計画 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ 地域や支所の特色を活かした支援 

４－１ 支所における支援 

多摩テクノプラザや城東、墨田、城南の各支所では、地域の産業特性を踏まえ、本部

や各支所との有機的な連携を図りながら技術支援を実施する。また、公益財団法人東京

都中小企業振興公社（以下、「中小企業振興公社」という。）や大学、区・市等との連

携事業などを通じて、中小企業の製品開発や技術的課題の解決を支援する。 

多摩テクノプラザでは、繊維技術の蓄積を活かした複合素材開発、及び、ＥＭＣサイ

トでの各種機器やデバイスの電気的評価による製品開発を支援する。城東支所では、デ

ジタル技術を活用した製品デザインや加工技術などにより地域企業の製品開発を支援す

る。墨田支所では、人間工学や生理計測などに基づいたデータの取得、人間の特性、生

活空間・環境を活かした生活技術による生活関連製品の開発を支援する。城南支所では、

先端的な計測・分析技術や加工技術により地域企業の高品質高付加価値製品の開発を支

援する。 

 

評 価 Ｂ （中期目標の達成状況が概ね良好である） 

■ 都産技研の支所は、本部と機能分担しつつ相互に連携することで、所在地の

多摩地域、城東地域、城南地域等の産業特性に応じた、特色ある技術支援を展

開している。 

 

■ 多摩テクノプラザにおいてはモビリティ産業支援、城南支所においては精密

加工支援に関する機器整備などの支援体制の強化を行っている。 

 

■ 墨田支所では、においなど感性工学に関する研究で得た知見を活かして、中

小企業の製品開発支援を行っている。 

 

⇒ 支所の特性と強みを活かした、地域に根差した企業密着型支援や、専門技術

分野に特化した高度な技術支援など、支所の人的・物的資源を最大限に活用し

た支援体制の強化が望まれる。 
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項目１４（食品産業への支援） 

第四期中期計画 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ 地域や支所の特色を活かした支援 

４－２ 食品産業への支援 

食品技術センターの有する食品技術と都産技研の有する工業技術の相乗効果により、

食品産業に関わる中小企業支援を強化する。食品産業に関わる依頼試験、機器利用、研

究開発等を実施するとともに、新技術・新製品開発、デザイン向上、生産性向上等によ

る売れる商品開発を支援する。さらに、中小企業振興公社などとの連携の強化によって

商品の販路開拓までを含めた一体的な支援を図る。 

また、食の安全・安心の確保や地産地消等の推進を行っている、都の農林水産業振興

部門との連携も図っていく。 

 

評 価 Ｂ （中期目標の達成状況が概ね良好である） 

■ 食品技術センターとバイオ技術部門との連携強化や、工業技術を活用した食

品開発に取り組むなど、食品技術センターの統合の効果が現れている。 

 

■ 都の農林水産業振興部門との連携を継続し、地域資源を活用した特産品の開

発などに貢献している。 

 

⇒ 食品技術センターが、食料安定供給や食品ロス削減に資するフードテック分

野から、地域振興に貢献する地域特産品の開発まで、食にまつわる幅広い支援

の拠点となることが望まれる。 
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項目１５（産業人材の育成） 

第四期中期計画 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

５ 東京の産業を支える産業人材の育成 

５－１ 中小企業の中核人材の育成 

最新の技術動向、製品の品質管理や信頼性などに関するセミナーや実習を取り入れた

講習会を開催する。また、企業現場での技術支援などを通じ、研究成果や技術シーズ、

ノウハウの普及により、技術力の高い人材を育成する。さらに、受講者の利便性を向上

するため、オンラインによるセミナーなどを開催する。 

 

５－２ 次世代を担う人材の育成 

大学、高専等から研修学生などを受け入れることにより、産業に関する研究開発を通

して中小企業などにおけるものづくりやサービスの高度化に貢献できる人材を育成す

る。 

 

評 価 Ｂ （中期目標の達成状況が概ね良好である） 

■ 技術セミナーや実習を取り入れた講習会について、社会動向や受講者のニー

ズを踏まえ、リアル開催とライブ配信、オンデマンド配信等の最適な手法を用

いて実施している。 

 

■ 大学、高等専門学校等からの研修生の受入れや、学術団体や業界団体等への

講師派遣を、継続的に実施している。 

 

⇒ 最新の技術情報の提供に加え、企業の固有技術に関するレベル向上や、次世

代の技術者等への技術承継など、中小企業が置かれている個別の課題に対応し

た人材育成の展開を望む。 
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項目１６（情報発信の推進） 

第四期中期計画 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

６ 情報発信の推進 

都産技研が主催する研究発表会や施設公開、オンラインによるイベント参加など多様

な機会を通じて、都産技研の研究成果の普及や事業のＰＲを行う。 

ウェブサイトや刊行物などの広報媒体を活用して、研究開発の成果を分かりやすく伝

える情報の充実を図り、中小企業に役立つ技術情報を広く・迅速に提供する。 

アンケートや認知度調査などによる客観的な指標により情報発信の効果を把握する。

また、広報の専門知識や技能を有する外部人材の効果的な活用などにより、戦略的な広

報活動を推進する。 

情報発信のデジタル化については、オンラインによる研究発表会等の実施率を第四期

中期計画期間の最終年度までに 50パーセント以上、広報誌等の紙媒体のデジタル化率を

最終年度までに 80パーセント以上とすることを目標とする。 

 

評 価 Ａ （中期目標の達成状況が良好である） 

■ オンラインによる研究発表会等の実施率及び広報誌等の紙媒体のデジタル化

率は、中期計画目標値を上回っている。 

  

中期計画目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

オンラインによる研究 

発表会等の実施率（％） 
50 95 69 88 79 

広報誌等の紙媒体の 

デジタル化率（％） 
80 80 86 84 94 

 

■ オウンドメディアに加えて、ＹｏｕＴｕｂｅ、Ｘ(旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）、ｎｏ

ｔｅなども活用した、効果的な情報発信を推進している。 

 

■ 令和３年度に開催した設立 100 周年記念式典や、それを契機に始めた、過去

に都産技研を利用して優れた業績を上げている中小企業を表彰する事業など、

プレゼンスの向上に資する取組を展開している。 

 

⇒ 未利用企業層にも届く戦略的な広報展開を行うことにより、都産技研のプレ

ゼンスを向上させ、更なる利用促進が図られることを期待する。 
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項目１７（組織体制及び運営、効率化、経費節減） 

第四期中期計画 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 組織体制及び運営 

１－１ 機動性の高い組織体制の確保 

社会経済情勢や中小企業のニーズの変化などに的確に対応できる機動性の高い執行体

制を確保するため、地方独立行政法人のメリットを活かし、柔軟かつ迅速に組織体制の

検証を行い、必要な措置を講じていく。 

 

１－２ 適正な組織運営 

事業セグメント毎に投入した経営資源と事業効果の検証を行うとともに、各事業にお

いても業務時間分析などを活用し技術支援、研究開発その他の業務を効率的かつバラン

スを取りながら実施し、中小企業に対して質の高いサービスを安定的かつ継続的に提供

できるよう、適正な組織運営を行っていく。 

 

１－３ 職員の確保・育成 

技術革新の著しい産業や技術に対応できるよう、将来を見据え中長期的な視点に立

ち、大学訪問に加えオンライン説明会への参加やデジタルコンテンツの効果的な活用な

どにより、研究職員を計画的に採用する。機動的で柔軟な組織運営に向け重要な役割を

担う事務職員についても、計画的に確保していく。 

職員一人ひとりの技術支援力の向上を図り、多様化する中小企業支援ニーズに対応で

きる幅広い視野を持つ職員を育成するため、人材育成に関する計画を策定し、これに基

づいて計画的・体系的に研修などを実施していく。 

また、都産技研としてのデジタルトランスフォーメーション推進の観点から、計画に

基づく研修については、デジタルメディアによる実施率を第四期中期計画期間の最終年

度までに 60パーセント以上とすることを目標とする。 

 

１－４ ライフ・ワーク・バランスの推進 

ライフ・ワーク・バランスを一層推進するため、多様・柔軟な勤務形態の設定や休暇

等の取得促進、テレワークの活用やフレキシブルな人員配置などによる効率的な業務遂

行などを通し、組織全体として超過勤務の縮減に努めるとともに、職員の心身の健康維

持と業務の効率性向上の両立を図る。 

 

１－５ デジタルトランスフォーメーションの推進 

業務のデジタルトランスフォーメーションを推進する組織を新たに設置し、業務改革

の推進や利用者へのサービスの向上に重点的に取り組む。 

また、支援業務の管理や総務・財務に関する事務手続きの簡素化・迅速化を図るため、

情報システムを再構築し、試験申込など受付窓口の効率化や成績証明書などの書類の電
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子化など利用者サービスの向上に努めるとともに、事務処理の効率化を図る。 

 

２ 業務運営の効率化と経費節減 

２－１ 業務改革の推進 

お客様へのサービスの向上、業務の効率化、経費の削減等を目的として、業務内容や

処理手続きを見直すなど業務改革を推進し、利用者満足度の向上を目指す。 

具体的には、料金後納制度の導入、コンビニ払いの推進などによる事務の効率化を図

る。また、テレワークやオンライン会議の実施、会議のペーパーレス化の徹底、各種業

務システムの活用などにより業務のデジタル化を促進する。さらに、外部機関や専門家

の活用も含め業務のアウトソーシングを進める。 

都産技研内部の会議及び委員会のペーパーレスでの開催率については、第四期中期計

画期間の最終年度までに 80パーセント以上とすることを目標とする。 

 

２－２ 財政運営の効率化 

標準運営費交付金（効率化が困難な経費を除く。）を充当して行う業務については、中

小企業ニーズの低下した業務の見直し、事務処理の効率性の向上、自己収入の増加等に

より、毎年度前年度比１パーセントの財政運営の効率化を図る。 

 

評 価 Ｂ （中期目標の達成状況が概ね良好である） 

■ 職員研修におけるデジタル化実施率及び内部の会議等のペーパーレスでの開

催率は、中期計画目標値を上回っている。 

 

  
中期計画目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

職員研修における 

デジタル化実施率（％） 
60  78  83  74  76  

会議等のペーパー 

レスでの開催率（％） 
80 78 82 91 88 

 

■ 中小企業の支援ニーズに的確に対応できる効果的な執行体制を確保するた

め、組織再編や人事制度の改正を行うほか、研修や他機関への出向、社会人博

士課程への派遣などを通じて人材育成に取り組んでいる。 

 

■ デジタル化推進室を設置し、利用者の利便性向上、業務の効率化につながる

様々な取組を推進している。 

 

⇒ 社会経済動向や中小企業のニーズの変化に即応した研究開発と技術支援を行

うことができるよう、柔軟かつ機動性の高い組織運営及び人材の確保・育成が

望まれる。 
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項目１８（資産の適正な管理運用等） 

第四期中期計画 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 財務内容の改善に関する事項 

３－１ 資産の適正な管理運用 

安全かつ効率的な資金運用管理を推進するとともに、債権管理を適切に行っていく。 

建物、施設について計画的な維持管理を行うとともに、設備機器については校正・保

守・点検を的確に行い、国内規格や国際規格に適合する測定などが確実に実施できるよ

う管理運用する。またこれらの利用率が低い場合は、適切な有効活用を図っていく。 

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画  

Ⅳ 短期借入金の限度額 

Ⅴ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産がある場

合には、当該財産の処分に関する計画 

Ⅵ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

Ⅶ 剰余金及び積立金の使途 

１ 剰余金の使途 

当該中期目標期間の決算において剰余金が発生した場合、中小企業支援の充実、研究

開発の質の向上、法人の円滑な業務運営の確保又は施設・設備の整備及び改善に充てる。 

２ 積立金の使途 

前期中期目標期間の最終年度において、地方独立行政法人法第40条第１項又は第２項

の処理を行ってなお積立金があるときは、その額に相当する金額のうち設立団体の長の

承認を受けた金額について、中期計画の剰余金の使途に規定されている、中小企業支援

の充実、研究開発の質の向上、法人の円滑な業務運営の確保又は施設・設備の整備及び

改善に充てる。 

Ⅷ その他業務運営に関する事項 

１ 施設・設備の整備と活用 

業務の確実な実施と機能向上のための施設・設備の整備を計画的に実施する。実施に

当たっては、先端技術への対応や省エネルギー対策を含めた総合的・長期的観点に立っ

た整備・更新を適切に行う。 

評 価 Ｂ （中期目標の達成状況が概ね良好である） 

■ 資金の運用管理や、施設・設備の計画的な修繕・整備を適切に行っている。 

 

■ 公的な試験機関としての信頼性を保つため、試験機器の保守・校正を適切に

実施している。 

 

⇒ 都産技研の研究開発や技術支援の基盤となる施設、設備、機器等を適切に維

持管理するとともに、技術動向の変化も考慮した計画的な試験機器の更新整備

が望まれる。 
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項目１９（危機管理対策、社会的責任） 

第四期中期計画 

Ⅷ その他業務運営に関する事項 

２ 危機管理対策の推進 

個人情報や企業情報、また製品開発等の職務上知り得た秘密については、適正な取扱

いと確実な漏洩防止を図るために、全職員を対象に研修を実施する。 

情報セキュリティ事故を未然に防止するため、職員への適切な情報提供や研修の実施

に加え、システムやソフトウェアの適宜更新など、ヒューマンエラーによるリスクを低

減する技術的対策を講じていく。 

環境保全や規制物質管理、労働安全衛生に関する法令を遵守し、危険物、毒劇物の管

理と取扱い、災害に対する管理体制を確保するとともに、防災訓練や職員への意識向上

のための研修を実施する。 

震災の発生や新興感染症の流行などに備えた対応策を必要に応じて見直すとともに、

万が一発生した場合には、被害拡大の防止に向け的確に対応していく。 

緊急事態への対応方法を防災訓練や研修などで周知徹底するとともに、通報訓練の実

施、スマートフォンによる職員の安否確認システムの導入など、迅速な情報伝達・意思

決定に向け管理体制の整備を図る。 

３ 社会的責任 

３－１ 情報公開 

運営状況の一層の透明性を確保するため、都産技研ウェブサイトや刊行物の発行など

により経営情報の公開に取り組む。 

事業内容や事業運営状況に関する情報開示請求については、規則に基づき迅速かつ適

正に対応する。 

３－２ 環境への配慮 

法人の社会的責任を踏まえ、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を意識し、省エネルギ

ー対策の推進、ＣＯ２削減等、環境負荷の低減や環境改善に配慮した業務運営を行う。 

評 価 Ｂ （中期目標の達成状況が概ね良好である） 

■ 災害対策や化学物質等規制物質の管理に加え、テレワークに対応した情報セ

キュリティや安全保障輸出管理などの新たな課題に対しても、適切に対応して

いる。 

 

■ エネルギー消費の低減に着実に取り組み、また、太陽光発電設備や電気自動 

車用急速充電設備を整備するなど、環境負荷の低減に配慮した業務運営を行っ 

ている。 

 

⇒ 公設試験研究機関としての信頼を維持するため、災害時対応や情報セキュリ

ティを始めとする危機管理対策に力を入れるとともに、環境に配慮した業務運

営を推進されることを望む。 
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項目２０（内部統制・コンプライアンス） 

第四期中期計画 

Ⅷ その他業務運営に関する事項 

４ 内部統制によるガバナンス強化とコンプライアンスの推進 

内部統制の仕組みを有効に機能させるため、規程・内規・業務マニュアルの再編整備

をすすめる。また、情報システムを活用した情報伝達・情報共有の仕組みを導入すると

ともに、コンプライアンス確保のため、倫理・コンプライアンスの研修や倫理審査を実

施する。 

都民から高い信頼性を得られるよう、「地方独立行政法人東京都立産業技術研究センタ

ー憲章」等を踏まえ、法令遵守を徹底するとともに、職務執行に対する中立性と公平性

を確保しつつ、高い倫理観を持って業務を行う。 

 

 

 

 

評 価 Ｂ （中期目標の達成状況が概ね良好である） 

■ 内部統制関連規程の点検・整備等、内部統制の仕組みを有効に機能させる取

組を着実に実施している。 

 

■ 内部監査や、コンプライアンスガイドの策定・改訂、職員研修により、適正

な組織運営に努めている。 

 

⇒ 内部統制の取組を着実に実施するとともに、積極的な情報公開を実施するこ

とで、ガバナンス強化とコンプライアンスの徹底が一層図られることを望む。 
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Ⅲ 参 考 資 料 
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地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター 

第四期中期目標期間の終了時に見込まれる業務実績評価に係る評価委員会の意

見について 

 

 

１ 第四期中期目標期間における地方独立行政法人東京都立産業技術研究セン

ター（以下「都産技研」という。）の業務の状況は、「優れた業務の達成状況

にある」と認められる。評価の決定に際しては、次の点について留意された

い。 

 

・ 外部資金導入研究については、採択件数と歳入総額が第四期中期目標期間

中高い水準を維持しており、評価できる。引き続き積極的に外部資金を獲得

することで、中小企業への支援内容の充実につなげることを期待する。 

 

・ 知的財産については、実施許諾の件数を着実に伸ばし、中小企業の製品開

発につなげている点が評価できる。より組織的・戦略的な知的財産管理に取

り組むことを期待する。 

 

・ 社会情勢の変化に応じて、公設試験研究機関として期待される役割が多様

化する中でも、都内経済の基盤となるものづくり中小企業へのきめ細かな支

援を継続し、将来にわたる技術の承継を後押しすることが望まれる。 

 

２ 第五期中期目標における事業展開に向けては、都産技研が次の取組を推進

することを期待する。 

 

 ・ 多様な広報活動により支援内容や研究成果等を効果的に発信し、都産技

研のプレゼンスを向上することで、より多くの中小企業の利用を促進する

ことが望まれる。 

 

・ 中小企業の製品化・事業化を優位なものとするためにも、社会や経済の動

向を調査・分析し、中小企業の支援に活かしていくことが望まれる。 
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 ◎　委員長（分科会長）　○ 分科会長　

分科会

◎ 大 野 髙 裕 早稲田大学　理工学術院　創造理工学部　教授

梶 間 栄 一
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放送大学　特任教授
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お茶の水女子大学　名誉教授
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豊 田 国 寿 日刊工業新聞社　東日本支社　局次長

宮 川 容 子 大森クローム工業株式会社　代表取締役会長

〇 大 内 尉 義
国家公務員共済組合連合会　虎の門病院　名誉院長
公益財団法人冲中記念成人病研究所　代表理事

岡　田 就 将 東京科学大学大学院　教授

高 梨 ゆき子 読売新聞東京本社　論説委員

土 谷 明 男 公益社団法人東京都医師会　副会長

松 前 江里子 さくら公認会計士事務所　所長

○ 福 井 次 矢 日本薬科大学　学長

井 伊 雅 子 一橋大学国際・公共政策大学院　教授

大 坪 由里子 公益社団法人東京都医師会　理事

児 玉 修 ＭＥＰＳ有限責任監査法人　代表社員

坂 本 す が 東京医療保健大学　副学長

本 田 麻由美 読売新聞東京本社　編集局医療部　編集委員
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東京都が設立する地方独立行政法人の評価に関する指針  

 

２９総行革行第７５４号  

平成３０年３月２６日  

改正  ２総行革行第５３０号 

                          令和３年３月１８日 

 

第１ 本指針について  

１ 本指針の位置付け  

本指針は、地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号。以下「法」という。）第 28

条第１項の評価に関する指針である。本指針に基づいた評価を実施するため、都が設立

する地方独立行政法人（以下「法人」という。）ごとに評価の基準を別途作成する。ただ

し、東京都公立大学法人を対象に東京都地方独立行政法人評価委員会（以下「評価委員

会」という。）が行う法第 78 条の２第１項の評価の方針、方法等については、評価委員

会が別に定める。 

 

２ 本指針の基本的な考え方 

（１）都が法人に示した中期目標並びに法人が策定した中期計画及び年度計画において、

法人が取り組むべきとされた事項に関する実施状況について評価を行うとともに、法

人の業務等に係る議会審議、法人及び都が実施する監査等の指摘事項等の中期目標策

定後に生じた課題への対応のほか、法人の自主的な取組についても評価を行う。  

（２）知事による目標策定と評価に基づくＰＤＣＡサイクルを十分に機能させるという制

度の趣旨を踏まえ、法人の過去の業務実績評価等の結果を活用して評価する。  

（３）各法人の事務及び事業の特性に十分に配慮し、なぜその実績に至ったかについて外

部要因の影響やマネジメントの課題等を含む要因分析を行い、業務の改善につながる

実効性のある評価を実施する。  

また、その際、都の政策実現への寄与など、法人の目的やその業務の質の向上の観

点に留意するとともに、社会経済情勢の変化や技術の進歩等を踏まえたものとする。  

（４）評価に当たっては、各法人に対する社会的要請を踏まえるとともに、業務が効果的

かつ効率的に実施されているかどうかの視点を常に持つものとする。 

（５）評価は、評価単位（※）に合わせて行う項目別評価（以下「項目別評価」という。）

と、項目別評価を基礎とし法人全体を評価する全体評価（以下「全体評価」という。）

によって行う。  

※「東京都が設立する地方独立行政法人の中期目標の策定に関する指針（以下「目標

策定指針」という。）」第２の２（３）の評価単位を示す。  

（６）評価は、中期目標、中期計画及び年度計画で掲げる指標を基準とする絶対評価によ
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って行うものとする。  

（７）評価は、法人が法第 28条第２項に基づき作成する、法人の業務実績及び自ら評価を

行った結果を明らかにした報告書（以下「業務実績等報告書」という。）を活用するも

のとする。  

（８）評価は、法人の業務運営の改善のほか、法第 30条第１項に定める業務及び組織の全

般にわたる検討並びに次期中期目標の策定に活用するものとする。 

（９）法第 28条第５項に定める評価の結果をまとめたもの（以下「評価書」という。）は、

他法人や過年度実績との比較可能性を高めるとともに、中期目標の達成状況並びに中

期計画及び年度計画の実施状況とそれに対する評価を分かりやすく記載した上で公表

するものとし、透明性の確保及び都民への説明責任の徹底を図るものとする。  

 

３ 本指針の対象  

（１）法第 28条第１項各号に定める、各事業年度の終了後に実施される、業務の実績の評

価（年度評価）  

（２）中期目標期間における業務の実績の評価（中期目標期間評価）  

ア 法第 28条第１項第２号に定める、中期目標期間の最後の事業年度の直前の事業年

度の終了後に実施される、中期目標期間の終了時に見込まれる中期目標の期間にお

ける業務の実績の評価（見込評価）  

イ 法第 28条第１項第３号に定める、中期目標期間の最後の事業年度の終了後に実施

される、中期目標の期間における業務の実績に関する評価（期間実績評価）  

 

第２ 評価の基本的な考え方について  

１ 総論  

地方独立行政法人は、住民サービス等の質の向上を図ることを目的としていることか

ら、業務の質の向上と業務運営の効率化の両立を促す評価が重要である。  

そのため、評価においては、中期計画及び年度計画の実施状況について、中期目標の

達成及び達成見込みについても留意しつつ評価を行う。  

また、業務運営上の課題についても留意して、当該課題を発見した場合には、それを

提示し、法人及び都が実施する監査等の指摘事項等や、過去の評価において提示された

課題等への対応状況についても適正に評価する。  

 

２ 評価体制  

法人の業務実績の評価は、当該法人に係る知事の職務を所掌する局が行う。  

また、評価の実効性・客観性を担保するため、評価に当たっては、評価委員会からの

意見聴取を行うものとする。  

所管局は、法人の自己評価結果と評価委員会の意見のみに依拠せず、都として的確な
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評価を行うために、日頃から法人と十分なコミュニケーションを取り、法人の業務運営

の状況把握に努めるものとする。 

 

３ 各評価の目的・趣旨・基本方針  

（１）年度評価  

ア 年度評価は、評価対象年度以降の業務運営の改善に資することを目的とする。  

イ 各事業年度における業務の実績について、法人による自己評価の結果を踏まえ、

中期計画の実施状況等に留意しつつ、法人の業務の実施状況を調査・分析し、その

結果を考慮して各事業年度の業務の実績の全体について総合的な評価を行うものと

する。  

ウ 目標・計画の達成状況にかかわらず、法人全体の信用を失墜させる不祥事が発生

した場合は、当該項目の評価だけでなく全体評価に反映させるなど、当該年度にお

ける法人のマネジメントの状況や当該不祥事を生じさせた背景等にも留意するもの

とする。  

エ 予測し難い外部要因により業務が実施できなかった場合や、外部要因に対して法

人が自主的な努力を行っていた場合には、評価において考慮するものとする。  

（２）中期目標期間評価（見込評価・期間実績評価）  

ア 見込評価  

（ア）見込評価は、評価の結果を業務及び組織の全般にわたる検討並びに次期中期目

標の策定に活用することを目的とする。  

（イ）中期目標期間終了時の直前の年度までの業務の実績及び当該目標期間終了時に

見込まれる業務の実績に係る自己評価の結果を踏まえ、法人の中期目標期間の終

了時に見込まれる業務実績を調査・分析し、中期目標の達成状況等の全体につい

て総合的な評価を行うものとする。  

（ウ） 評価の結果を踏まえ業務及び組織の全般にわたる検討を行い、その結果に基づ

き、業務の廃止若しくは移管又は組織の廃止その他の所要の措置を講じ、次期中

期目標を適切に策定する。  

（エ）３（１）年度評価のウ及びエは、見込評価について準用する。その際、３（１）

ウ中「年度」とあるのは「中期目標期間」と読み替えるものとする。  

イ 期間実績評価  

（ア）期間実績評価は、中期目標の変更を含めた、業務運営の改善等に資することを

目的とする。  

（イ）中期目標期間終了時において、当該目標期間全体の業務の実績に係る自己評価

の結果を踏まえ、法人の業務実績を調査・分析し、当該目標期間における目標の

達成状況の全体について総合的な評価を行うものとする。  

（ウ）見込評価時に使用した中期目標期間終了時の実績見込みと実績との間に乖
かい

離が
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ある場合には、期間実績評価時にその原因を分析するとともに、中期目標の変更

の必要性について検討する。  

（エ）３（１）年度評価のウ及びエは、期間実績評価について準用する。その際、３

（１）ウ中「年度」とあるのは「中期目標期間」と読み替えるものとする。  

 

４ 自己評価結果の活用等  

（１）業務実績等報告書は、都民に対する説明責任の履行及び法人の自律的な業務運営の

改善へ活用するとともに、併せて、知事が行う評価のための情報提供に資することな

どを目的として作成する。  

（２）法人に対して、評価に必要なデータやその分析結果を明らかにした客観性のある業

務実績等報告書の作成を求める。その際、法人の過度な負担とならないよう配慮する。  

（３）年度評価及び中期目標期間評価においては、客観性を考慮しつつ業務実績等報告書

を十分に活用し、効果的かつ効率的な評価を行う。 

（４）法人は、上記の知事の評価の円滑化に資するよう、業務実績等報告書の作成に当た

って、以下の点に努める。  

ア ３、５及び６を踏まえ、中期目標、中期計画及び年度計画で定められた指標につ

いて目標・計画と実績を比較した評価を行う。  

イ 法人の業務運営の状況について、十分な資料に基づき客観的かつ具体的に記述す

る。  

ウ 業務実績、目標・計画の達成状況及び法人内のマネジメントの状況等について、

評価において十分に説明し得る評価単位を設定する。その際、自己評価を適正に行

うため、当該評価単位は知事が行う評価単位と整合するよう留意する。  

エ 自己評価において業務運営上の課題を発見した場合には、具体的な改善方策など

についても記入する。  

 

５ 評価単位の設定  

項目別評価は、目標策定指針に基づき、中期目標を定めた項目を基準として評価単位

を設定し、評価を行う。  

見込評価の結果、当該期間に設定した目標について改善が必要とされた場合は、当該

評価結果を次期中期目標期間における目標の設定に適切に反映させる。  

より的確な評価を実施するため、上記の考えに基づき設定した単位をより細分化した

単位で項目別評価を行うことは妨げない。  

 

６ 評価の方法等  

目標・計画と実績との比較により、目標・計画の達成及び進捗状況を的確に把握する

とともに、業務運営上の課題を的確に把握し、対応を促す観点から、以下の方法等によ
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り評価を行い、評価の実効性を確保するものとする。  

（１）法人から必要かつ十分な資料の提出を受けるとともに、法人理事長からのヒアリ      

ングを実施するほか、役員等から必要な情報を収集する。  

（２）目標・計画と実績の差異及び事業別予算と決算の差異についての要因分析を実施す

る。なお、目標・計画と実績は、評価単位ごとに項目別評価の各項目において記載す

る。 

（３）業務の特性に応じ、企業会計的手法による財務分析、経年比較による趨
すう

勢分析等   

の財務分析を行う。  

（４）同一法人の過去の実績との比較・分析を行う。また、同業種の法人や民間企業等と

の比較・分析を行う。 

（５）複数の施設・事務所で同種の業務を行っており、全体の評価を行うだけでは業務運

営上の課題を把握し難い場合には、施設・事務所ごとの業務実績を把握し、計画に対

する比較・分析を行う。  

（６）評価委員会から意見聴取を行い、評価委員の専門的知見を活用することで、評価の

実効性・客観性を確保する。 

上記のほか、必要に応じて法人に対する現地調査を行うなど、評価の実効性を確保す

るための手法を適用する。  

 

７ 項目別評価及び全体評価の方法、評価区分  

（１）年度評価  

ア 項目別評価  

（ア）評価区分  

① 原則として、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの５段階の評語を付すことにより行うものと

する。  

②「Ｂ」を標準とする。  

各評価項目の業務実績と評価区分の関係は別表１のとおりとする。  

  （イ）項目別評価の留意事項  

① 評価を付す際には、その評価の根拠を合理的かつ明確に記述する。特に、評価

根拠となる実績データについては、業務実績等報告書における記載箇所を記述

するなど、明確に示す。 

② 最上級の評価「Ｓ」を付す場合には、法人の実績が最上級の評価にふさわしい

とした根拠について、量的及び質的の両面について具体的かつ明確に記述する

ものとする。  

具体的には、質的な面として、  

・ 法人の自主的な取組による創意工夫  

・ 目標策定時に想定した以上の政策実現に対する寄与  
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・ 重要かつ難易度の高い目標の達成  

等について具体的かつ明確に説明するものとする。  

③ 目標策定の妥当性に留意し、目標水準の変更が必要な場合にはその旨記載する。  

イ 全体評価  

全体評価は、記述による総合評価を行う。  

全体評価を行うに当たっては、項目別評価を基礎とし、政策上の要請等、法人全

体の評価に影響を与える事象等を加味して評価を行う。  

（ア） 全体評価の記述  

① 次の②及び③を踏まえて、別表２の例を参考にした評語を記載する。 

② 項目別評価について総括する。  

・ 項目別評価のうち重要な項目の実績及び評価の概要  

・ 評価に影響を与えた外部要因のうち特記すべきもの  

・ 業務運営等に関して改善すべき事項及び方策   

特に、法第 28条第６項に定める業務改善命令が必要な事項については、その

旨を具体的かつ明確に記述する。  

・ 目標策定の妥当性について特に考慮すべき事項等  

③ 法人全体の評価に影響を与える事象について記述する。 

・ 法人全体の信用を失墜させる事象など、法人全体の評価に影響を与える事象  

・ 目標策定指針第２の１（２）の法人全体を総括する章において記載される法

人のミッション・役割の達成について特に考慮すべき事項  

・ 中期計画に記載されている事項以外の特筆すべき業績（災害対応等）  

④ 全体評価の冒頭には、当該評価を要約した項を設け、①の評語とともに、「高

く評価すべき事項」や「改善すべき事項」などをまとめ、都民に分かりやすく

提示する。 

  （イ）全体評価の留意事項  

   法人全体の信用を失墜させる事象が生じた場合には、その程度に応じ項目別  

評価を基礎とした場合の評価から更に引下げを行うものとする。 

また、当該事象を生じさせるに至った、マネジメント上の欠陥等に対する要因分

析や対応策の検証を行い、評価に反映するものとする。 

（２）中期目標期間評価（見込評価・期間実績評価）  

ア 項目別評価  

（ア）評価区分  

（１）ア（ア）年度評価における項目別評価の評価区分と同様の取扱いとする。

ただし、各評価項目の業務実績と評価区分の関係は別表３のとおりとする。 

（イ）項目別評価の留意事項  

① 期間実績評価時においては、見込評価時に見込んだ中期目標期間終了時の業  
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務実績見込みと実際の業務実績との間に大幅な乖
かい

離がある場合には、その理由を

明確かつ具体的に記載する。  

② 評価に併せ、次期中期目標期間の業務実施に当たっての留意すべき点等につい

ての意見を記述する。  

上記のほか、（１）ア（イ）年度評価における項目別評価の留意事項と同様の取

扱いとする。 

イ 全体評価  

（ア）全体評価の記述  

（１）イ（ア）年度評価における全体評価の記述と同様の取扱いとする。ただ

し、評語については別表４の例を参考にするものとする。 

（イ）全体評価の留意事項  

① 見込評価においては、評価のほか、業務及び組織の全般にわたる検討及び次期

中期目標策定に関して取るべき方策を記載する。  

        ② 期間実績評価においては、評価のほか、見込評価時に予期しなかった事項       

で次期中期目標の変更等の対応が必要な事項を記載する。 

③ 見込評価においては、評価単位の設定、評価指標、全体評価の方法等について  

改善が必要かどうかについて検討を行うものとする。  

上記のほか、（１）イ（イ）年度評価における全体評価の留意事項と同様の取扱

いとする。 

 

第３ 評価結果の活用等  

１ 評価結果の活用等に関する事項  

（１）法人は、評価結果を中期計画の見直し、翌年度の年度計画の策定及び次期中期計画

の策定並びに法人内部の組織体制の見直し、人事計画、法人内部の予算配分及び業務

手法の見直し等に活用するものとする。  

（２）都は、評価結果を中期目標の見直し、業務及び組織の全般にわたる検討並びに次期

中期目標の策定のほか、都の政策等に反映させる。  

（３）項目別評価で「Ｄ」評価を付した場合、業務の廃止を含めた抜本的な見直しを命ず

るものとする。  

（４）業務及び組織の全般にわたる検討をするときは、見込評価の結果を十分に活用し、

業務の廃止若しくは移管又は組織の廃止その他の所要の措置を的確に講じるものとす

る。  

（５）評価の過程で特に対応が必要な業務運営上の課題が発見された場合には、翌年度以

降、当該課題への法人の対応状況について適正に評価する。  

 

２ 評価結果の業務運営の改善等への反映 
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（１）法人は、法第 29条に定める、評価結果の業務運営の改善等への反映の取組を取りま

とめた報告書（以下「評価結果反映報告書」という。）について、翌事業年度に行う知

事の評価の中で記載内容をチェックできるよう、業務実績等報告書の提出時期に合わ

せて作成し、知事に提出するとともに公表する。  

（２）法人は、（１）の取りまとめに際して、評価で指摘された事項について、中期計画、

年度計画への反映、組織及び人事その他業務改善への反映等、事業年度内に実施した

措置状況を具体的に記載する。 

   都は、評価で指摘した事項が適切に記載されているかを確認する。 

（３）都は、法人が評価委員会における審議の内容を、その業務運営に活用できるよう、

適切な助言を行う。 

 

３ 評価結果等の公表に関する事項  

（１）業務実績等報告書、評価結果反映報告書、評価書並びに業務及び組織の全般にわた

る検討の結果（以下「評価書等」という。）は４のスケジュールに従い遅滞なく公表す

るものとする。  

（２）評価書等は、都や法人のホームページなど、広く都民に周知できる方法で公表する

ものとする。 

（３）評価に活用したデータ等についても、検証可能性の確保に留意した上で、積極的な

公表に努める。  

 

４ 評価のスケジュールに関する事項  

評価結果を業務運営の改善等に適切に反映できるよう、予算要求時を目途に各評価を

完了させるよう努めるものとする。  

具体的には、以下のスケジュールが想定される。  

（１）業務実績等報告・評価結果反映報告 

６月末までに業務実績等報告書・評価結果反映報告書を提出し、速やかに公表する。  

（２）知事による評価等  

ア 年度評価 

８月上旬を目途に評価委員会から意見聴取の上で評価を完了し、法人に通知し、

公表する。  

  イ 見込評価並びに業務及び組織の全般にわたる検討  

見込評価並びに業務及び組織の全般にわたる検討の結果については、８月下旬を

目途に評価委員会からの意見聴取を完了した上で、法人に通知し、公表する。  

ウ 期間実績評価 

８月上旬を目途に評価委員会から意見聴取の上で評価を完了し、法人に通知し、

公表する。 
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   各評価結果については、毎年、東京都議会第３回定例会に報告する。  

 

５ 本指針の見直しについて  

評価の実効性や法人に関する都の計画、方針等を踏まえ、知事による目標策定・評価

に基づくＰＤＣＡサイクルの実効性をより高める観点や法人のマネジメントの実効性を

より向上させる観点から、適時に本指針の見直しを行い、必要な変更を行うものとする。 

 

６ 本指針の適用について 

  令和３年４月１日以降に実施する評価から適用する。 
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別表１ 

評 語 説 明 

Ｓ 
年度計画を大幅に上回

って実施している 

年度計画を上回る実績・成果を上げている項目のうち次に掲

げる条件に該当する項目 

・ 定量的目標が定められている項目について、目標の水準を

大幅に上回る実績・成果を上げている 

・ 実績・成果が卓越した水準にある 

・ 都政・都民の新たなニーズに迅速に対応した取組により高

い実績・満足度を実現している 

・ 上記の各項目に準ずる実績・成果を上げている 

Ａ 
年度計画を上回って実

施している 

年度計画を上回る実績・成果を上げている項目で、Ｓ評価に

は該当しない項目 

Ｂ 
年度計画を概

おおむ

ね順調

に実施している 

年度計画に記載された事項を１００％計画どおり実施してい

る項目 

Ｃ 
年度計画を十分に実施

できていない 

実績・成果が年度計画を下回っている項目で、Ｄ評価には該

当しない項目 

Ｄ 
業務の大幅な見直し・

改善が必要である 

実績・成果が年度計画を下回っている項目のうち、次に掲げ

る条件に該当する項目 

・ 定量的目標が定められている項目で、実績・成果が目標の

水準を大幅に下回っている 

・ 提供すべきサービス、財務内容、その他業務運営に重大な

瑕疵
か し

がある 

・ 実績・成果が上記の各項目に準ずる水準に止まっている 

＜備考＞ 

・ 上記の説明は、あくまで目安であり、実績・成果の水準に加え、計画の難易度、外的要

因、取組の経緯・過程等を総合的に勘案して評価する。 

 

別表２ 

評 語 

～特筆すべき業務の進捗状況にある 

～優れた業務の進捗状況にある 

～着実な業務の進捗状況にある 

～業務の進捗状況に遅れが見られる 

～業務の進捗状況に大幅な遅れが見られ、業務の改善が必要 
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別表３ 

評 語 説 明 

Ｓ 
中期目標の達成状況が極

めて良好である 

中期計画を上回る実績・成果を上げている項目のうち、次

に掲げる条件に該当する項目 

・ 定量的目標が定められている項目について、目標の水準

を大幅に上回る実績・成果を上げている 

・ 実績・成果が卓越した水準にある 

・ 都政・都民の新たなニーズに迅速に対応した取組により 

高い実績・満足度を実現している 

・ 上記の各項目に準ずる実績・成果を上げている 

Ａ 
中期目標の達成状況が良

好である 

中期計画を上回る実績・成果を上げている項目で、Ｓ評価

には該当しない項目 

Ｂ 
中期目標の達成状況が

概
おおむ

ね良好である 

中期計画に記載された事項を１００％計画どおり実施して

いる項目 

Ｃ 
中期目標の達成状況がや

や不十分である 

実績・成果が中期計画を下回っている項目で、Ｄ評価には

該当しない項目 

Ｄ 

中期目標の達成状況が不

十分であり、法人の組織、

業務等に見直しが必要で

ある 

実績・成果が中期計画を下回っている項目のうち次に掲げ

る条件に該当する項目 

・ 定量的目標が定められている項目で、実績・成果が目標

の水準を大幅に下回っている 

・ 提供すべきサービス、財務内容、その他業務運営に重大

な瑕疵
か し

がある 

・ 実績・成果が上記の各項目に準ずる水準に止まっている 

＜備考＞ 

・ 上記の説明は、中期目標期間評価に当たり、より定量的な指標及び客観的な評価基準で

評価を行うためのあくまで目安であり、実績・成果の水準に加え、計画の難易度、外的

要因、取組の経緯・過程等を総合的に勘案して評価する。 

 

別表４ 

評 語 

～特筆すべき業務の達成状況にある 

～優れた業務の達成状況にある 

～着実な業務の達成状況にある 

～やや不十分な業務の達成状況にある 

～不十分な業務の達成状況にある 
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地方独立行政法人東京都立産業技術研究センターの評価に関する基準  

 

29産労商創第 2697号 

平成 30 年３月 28 日 

改正 3産労商創第 676号 

令和３年７月１日 

第１ 本基準について  

１ 本基準の位置付け  

本基準は、地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号。以下「法」という。）第 28

条第１項の評価に関する「東京都地方独立行政法人の評価に関する指針」（平成 30 年 3

月 26 日知事決定。以下「評価指針」という。）を基に、地方独立行政法人東京都立産業

技術研究センター（以下「法人」という。）の評価において必要な基準を定めるものであ

る。 

 

２ 本基準の基本的な考え方 

（１）都が法人に示した中期目標並びに法人が策定した中期計画及び年度計画において、

法人が取り組むべきとされた事項に関する実施状況について評価を行うとともに、法

人の業務等に係る議会審議、法人及び都が実施する監査等の指摘事項等の中期目標策

定後に生じた課題への対応のほか、法人の自主的な取組についても評価を行う。  

（２）知事による目標策定・評価に基づくＰＤＣＡサイクルを十分に機能させるという制

度改正の趣旨を踏まえ、法人の過去の業務実績評価等の結果を活用して評価する。  

（３）法人の事務及び事業の特性に十分に配慮し、なぜその実績に至ったかについて外部

要因の影響やマネジメントの課題等を含む要因分析を行い、業務の改善につながる実

効性のある評価を実施する。  

また、その際、都の政策実現への寄与など、法人の目的やその業務の質の向上の観

点に留意するとともに、社会経済情勢の変化や技術の進歩等を踏まえたものとする。  

（４）評価に当たっては、法人に対する社会的要請を踏まえるとともに、業務が効果的か

つ効率的に実施されているかどうかの視点を常に持つものとする。 

（５）評価は、評価単位（※）に合わせて行う項目別評価（以下「項目別評価」という。）

と、項目別評価を基礎とし法人全体を評価する全体評価（以下「全体評価」という。）

によって行う。  

※「東京都が設立する地方独立行政法人の目標の策定に関する指針（以下「目標策定

指針」という。）」第２の２（３）の評価単位を示す。  

（６）評価は、中期目標、中期計画及び年度計画で掲げる指標を基準とする絶対評価によ

って行うものとする。  

（７）評価は、法人が法第 28 条第２項に基づき作成する、法人の業務実績及び自ら評価を

行った結果を明らかにした報告書（以下「業務実績等報告書」という。）を活用するも
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のとする。  

（８）評価は、法人の業務運営の改善のほか、法第 30 条第１項に定める業務及び組織の全

般にわたる検討並びに次期中期目標の策定に活用するものとする。 

（９）法第 28 条第５項に定める評価の結果をまとめたもの（以下「評価書」という。）は、

他法人や過年度実績との比較可能性を高めるとともに、中期目標の達成状況並びに中

期計画及び年度計画の実施状況とそれに対する評価を分かりやすく記載した上で公表

するものとし、透明性の確保及び都民への説明責任の徹底を図るものとする。  

 

３ 本基準の対象  

（１）法第 28 条第１項各号に定める、各事業年度の終了後に実施される、業務の実績の評

価（年度評価）  

（２）中期目標期間における業務の実績の評価（中期目標期間評価）  

ア 法第 28 条第１項第２号に定める、中期目標期間の最後の事業年度の直前の事業年

度の終了後に実施される、中期目標期間の終了時に見込まれる中期目標の期間にお

ける業務の実績の評価（見込評価）  

イ 法第 28 条第１項第３号に定める、中期目標期間の最後の事業年度の終了後に実施

される、中期目標の期間における業務の実績に関する評価（期間実績評価）  

 

第２ 評価の基本的な考え方について  

１ 総論  

地方独立行政法人は、住民向けサービス等の質の向上を図ることを目的としているこ

とから、業務の質の向上と業務運営の効率化の両立を促す評価が重要である。  

そのため、評価においては、中期計画及び年度計画の実施状況について、中期目標の

達成及び達成見込みについても留意しつつ評価を行う。  

また、業務運営上の課題についても留意し、当該課題を発見した場合には、それを提

示し、法人及び都が実施する監査等の指摘事項等や、過去の評価において提示された課

題等への対応状況についても適正に評価する。  

 

２ 評価体制  

法人の業務実績の評価は、当該法人に係る知事の職務を所掌する局が行う。  

また、評価の実効性・客観性を担保するため、評価に当たっては、東京都地方独立行

政法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）からの意見聴取を行うものとする。  

所管局は、法人の自己評価結果と評価委員会の意見のみに依拠せず、都として的確な

評価を行うために、日頃から法人と十分なコミュニケーションを取り、法人の業務運営

の状況把握に努めるものとする。 

 

３ 各評価の目的・趣旨・基本方針  
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（１）年度評価  

ア 年度評価は、評価対象年度以降の業務運営の改善に資することを目的とする。  

イ 各事業年度における業務の実績について、法人による自己評価の結果を踏まえ、

中期計画の実施状況等に留意しつつ、法人の業務の実施状況を調査・分析し、その

結果を考慮して各事業年度の業務の実績の全体について総合的な評価を行うものと

する。  

ウ 目標・計画の達成状況にかかわらず、法人全体の信用を失墜させる不祥事が発生

した場合は、当該項目の評価だけでなく全体評価に反映させるなど、当該年度にお

ける法人のマネジメントの状況や当該不祥事を生じさせた背景等にも留意するもの

とする。  

エ 予測し難い外部要因により業務が実施できなかった場合や、外部要因に対して法

人が自主的な努力を行っていた場合には、評価において考慮するものとする。  

（２）中期目標期間評価（見込評価・期間実績評価）  

ア 見込評価  

（ア）見込評価は、評価の結果を業務及び組織の全般にわたる検討並びに次期中期目

標の策定に活用することを目的とする。  

（イ）中期目標期間終了時の直前の年度までの業務の実績及び当該目標期間終了時に

見込まれる業務の実績に係る自己評価の結果を踏まえ、法人の中期目標期間の終

了時に見込まれる業務実績を調査・分析し、中期目標の達成状況等の全体につい

て総合的な評価を行うものとする。  

（ウ） 評価の結果を踏まえ業務及び組織全般にわたる検討を行い、その結果に基づき、

業務の廃止若しくは移管又は組織の廃止その他の所要の措置を講じ、次期中期目

標を適切に策定する。  

（エ）３（１）年度評価のウ及びエは、見込評価について準用する。その際、３（１）

ウ中「年度」とあるのは「中期目標期間」と読み替えるものとする。  

イ 期間実績評価  

（ア）期間実績評価は、中期目標の変更を含めた、業務運営の改善等に資することを

目的とする。  

（イ）中期目標期間終了時において、当該目標期間全体の業務の実績に係る自己評価

の結果を踏まえ、法人の業務実績を調査・分析し、当該目標期間における目標の

達成状況の全体について総合的な評価を行うものとする。  

（ウ）見込評価時に使用した中期目標期間終了時の実績見込みと実績との間に乖離が

ある場合には、期間実績評価時にその原因を分析するとともに、中期目標等の変

更の必要性について検討する。  

（エ）３（１）年度評価のウ及びエは、期間実績評価について準用する。その際、３

（１）ウ中「年度」とあるのは「中期目標期間」と読み替えるものとする。  
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４ 自己評価結果の活用等  

（１）業務実績等報告書は、都民に対する説明責任の履行及び法人の自律的な業務運営の

改善へ活用するとともに、併せて、知事が行う評価のための情報提供に資することな

どを目的として作成する。  

（２）法人に対して、評価に必要なデータやその分析結果を明らかにした客観性のある業

務実績等報告書の作成を求める。 その際、法人の過度な負担とならないよう配慮する。 

（３）年度評価及び中期目標期間評価においては、客観性を考慮しつつ業務実績等報告書

を十分に活用し、効果的かつ効率的な評価を行う。 

（４）法人は、上記の知事の評価の円滑化に資するよう、業務実績等報告書の作成に当た

って、以下の点に努める。  

ア ３、５及び６を踏まえ、中期目標、中期計画及び年度計画で定められた指標につ

いて目標・計画と実績を比較した評価を行う。  

イ 法人の業務運営の状況について、十分な資料に基づき客観的かつ具体的に記述す

る。  

ウ 業務実績、目標・計画の達成状況及び法人内のマネジメントの状況等について、

評価において十分に説明し得る評価単位を設定する。その際、自己評価を適正に行

うため、当該評価単位は知事が行う評価単位と整合するよう留意する。  

エ 自己評価において業務運営上の課題を発見した場合には、具体的な改善方策など

についても記入する。  

 

５ 評価単位の設定  

項目別評価は、目標策定指針に基づき、中期目標を定めた項目を基準として評価単位

を設定し、評価を行う。  

見込評価の結果、当該期間に設定した目標について改善が必要とされた場合は、当該

評価結果を次期中期目標期間における目標の設定に適切に反映させる。  

より的確な評価を実施するため、上記の考えに基づき設定した単位をより細分化した

単位で項目別評価を行うことは妨げない。  

 

６ 評価の方法等  

目標・計画と実績との比較により、目標・計画の達成及び進捗状況を的確に把握する

とともに、業務運営上の課題を的確に把握し、対応を促す観点から、以下の方法等によ

り評価を行い、評価の実効性を確保するものとする。  

（１）法人から必要かつ十分な資料の提出を受けるとともに、法人理事長からのヒアリン

グを実施するほか、役員等から必要な情報を収集する。 

（２）目標・計画と実績の差異及び事業別予算と決算の差異についての要因分析を実施す

る。なお、目標・計画と実績は、評価単位ごとに項目別評価の各項目において記載す

る。 
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（３）業務の特性に応じ、企業会計的手法による財務分析、経年比較による趨
すう

勢分析等   

の財務分析を行う。  

（４）同一法人の過去の実績との比較・分析を行う。 また、同業種の法人や民間企業との

比較・分析を行う。 

（５）複数の施設・事務所で同種の業務を行っており、全体の評価を行うだけでは業務運

営上の課題を把握し難い場合には、施設・事務所ごとの業務実績を把握し、計画に対

する比較・分析を行う。  

（６）評価委員会から意見聴取を行い、評価委員の専門的知見を活用することで、評価の

実効性・客観性を確保する。 

   なお、年度評価及び期間実績評価に当たっては、東京都地方独立行政法人評価委員

会試験研究分科会からの意見聴取を持って評価委員会からの意見聴取とする。 

上記のほか、必要に応じて法人に対する現地調査を行うなど、評価の実効性を確保す

るための手法を適用する。  

 

７ 項目別評価及び全体評価の方法、評価区分  

（１）年度評価  

ア 項目別評価  

（ア）評価区分  

① 原則として、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの５段階の評語を付すことにより行うものと

する。  

②「Ｂ」を標準とする。  

各評価項目の業務実績と評価区分の関係は別表１のとおりとする。  

  （イ）項目別評価の留意事項  

① 評価を付す際には、その評価の根拠を合理的かつ明確に記述する。特に、評価

根拠となる実績データについては、業務実績等報告書における記載箇所を記述

するなど、明確に示す。 

② 最上級の評価「Ｓ」を付す場合には、法人の実績が最上級の評価にふさわしい

とした根拠について、量的及び質的の両面について具体的かつ明確に記述する

ものとする。  

具体的には、質的な面として、  

・ 法人の自主的な取組による創意工夫  

・ 目標策定時に想定した以上の政策実現に対する寄与  

・ 重要かつ難易度の高い目標の達成  

等について具体的かつ明確に説明するものとする。  

③ 研究に関する評価は、研究テーマの選定方法、成果の活用、研究評価が適正に

行われているか等について、組織的・マクロ的な視点で行う。個別研究内容の

評価は法人が行っている研究評価（外部評価・内部評価）によることとする。 
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④ 目標策定の妥当性に留意し、目標水準の変更が必要な場合にはその旨記載する。  

イ 全体評価  

全体評価は、記述による総合評価を行う。  

全体評価を行うに当たっては、項目別評価を基礎とし、政策上の要請等、法人全

体の評価に影響を与える事象等を加味して評価を行う。  

（ア） 全体評価の記述  

① 次の②及び③を踏まえて、別表２の例を参考にした評語を記載する。 

② 項目別評価について総括する。  

・ 項目別評価のうち重要な項目の実績及び評価の概要  

・ 評価に影響を与えた外部要因のうち特記すべきもの  

・ 業務運営等に関して改善すべき事項及び方策   

特に、法第 28 条第６項に定める業務改善命令が必要な事項については、その

旨を具体的かつ明確に記述する。  

・ 目標策定の妥当性について特に考慮すべき事項等  

③ 法人全体の評価に影響を与える事象について記述する。 

・ 法人全体の信用を失墜させる事象など、法人全体の評価に影響を与える事象  

・ 目標策定指針第２の１（２）の法人全体を総括する章において記載される法

人のミッション・役割の達成について特に考慮すべき事項  

・ 中期計画に記載されている事項以外の特筆すべき業績（災害対応など）  

④ 全体評価の冒頭には、当該評価を要約した項を設け、①の評語とともに、「高

く評価すべき事項」や「改善すべき事項」などをまとめ、都民に分かりやすく

提示する。 

  （イ）全体評価の留意事項  

   法人全体の信用を失墜させる事象が生じた場合には、その程度に応じ項目別評価

を基礎とした場合の評価から更に引下げを行うものとする。 

また、当該事象を生じさせるに至った、マネジメント上の欠陥等に対する要因分

析や対応策の検証を行い、評価に反映するものとする。 

（２）中期目標期間評価（見込評価・期間実績評価）  

ア 項目別評価  

（ア）評価区分  

（１）ア（ア）年度評価における項目別評価の評価区分と同様の取扱いとする。

ただし、各評価項目の業務実績と評価区分の関係は別表３のとおりとする。 

（イ）項目別評価の留意事項  

① 期間実績評価時においては、見込評価時に見込んだ中期目標期間終了時の業務

実績見込みと中期目標期間実績評価時の実際の業務実績との間に大幅な乖
かい

離が

ある場合には、その理由を明確かつ具体的に記載する。  

② 評価に併せ、次期中期目標期間の業務実施に当たっての留意すべき点等につい
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ての意見を記述する。  

上記のほか、（１）ア（イ）年度評価における項目別評価の留意事項と同様の取

扱いとする。 

イ 全体評価  

（ア）全体評価の記述  

（１）イ（ア）年度評価における全体評価の記述と同様の取扱いとする。ただ

し、評語については別表４の例を参考にするものとする。 

（イ）全体評価の留意事項  

① 見込評価においては、評価のほか、業務及び組織の全般にわたる検討及び次期

中期目標策定に関して取るべき方策を記載する。  

        ② 期間実績評価においては、評価のほか、見込評価時に予期しなかった事項       

で次期中期目標の変更等の対応が必要な事項を記載する。 

③ 見込評価においては、評価単位の設定、評価指標、全体評価の方法等について 

改善が必要かどうかについて検討を行うものとする。  

④ 中期計画に掲げられている事項以外で特記すべき法人の自主的な取組みがあれ 

ば、当該事項も含めて総合的に評価する。  

上記のほか、（１）イ（イ）年度評価における全体評価の留意事項と同様の取扱

いとする。 

 

第３ 評価結果の活用等 

１ 評価結果の活用等に関する事項  

（１） 法人は、評価結果を中期計画の見直し、翌年度の年度計画の策定及び次期中期計画

の策定並びに法人内部の組織体制の見直し、人事計画、法人内部の予算配分及び業

務手法の見直し等に活用するものとする。  

（２）都は、評価結果を中期目標の見直し、業務及び組織の全般にわたる検討並びに次期

中期目標の策定のほか、都の政策等に反映させる。  

（３）項目別評価で「Ｄ」評価を付した場合、業務の廃止を含めた抜本的な見直しを命ず

るものとする。  

（４）業務及び組織の全般にわたる検討をするときは、見込評価の結果を十分に活用し、

業務の廃止若しくは移管又は組織の廃止その他の所要の措置を的確に講じるものとす

る。  

（５）評価の過程で特に対応が必要な業務運営上の課題が発見された場合には、翌年度以

降、当該課題への法人の対応状況について適正に評価する。  

 

２ 評価結果の業務運営の改善等への反映 

（１）法人は、法第 29 条に定める、評価結果の業務運営の改善等への反映の取組を取りま

とめた報告書（以下「評価結果反映報告書」という。）について、翌事業年度に行う知
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事の評価の中で記載内容をチェックできるよう、業務実績等報告書の提出時期に合わ

せて作成し、知事に提出するとともに公表する。  

（２）法人は、（１）の取りまとめに際して、評価で指摘された事項について、中期計画、

年度計画への反映、組織及び人事その他業務改善への反映等、事業年度内に実施した

措置状況を具体的に記載する。 

   都は、評価で指摘した事項が適切に記載されているかを確認する。 

（３）都は、法人が評価委員会における審議の内容を、その業務運営に活用できるよう、

適切な助言を行う。 

 

３ 評価結果等の公表に関する事項  

（１）業務実績等報告書、評価結果反映報告書、評価書並びに業務及び組織の全般にわた

る検討の結果（以下「評価書等」という。）は４のスケジュールに従い遅滞なく公表す

るものとする。  

（２）評価書等は、都や法人のホームページなど、広く都民に周知できる方法で公表する

ものとする。 

（３）評価に活用したデータ等についても、検証可能性の確保に留意した上で、積極的な

公表に努める。  

 

４ 評価のスケジュールに関する事項  

評価結果を業務運営の改善等に適切に反映できるよう、予算要求時を目途に各評価を

完了させるよう努めるものとする。  

具体的には、以下のスケジュールが想定される。  

事項 時期 業務内容等 

評価準備 ４月～６月 ○業務実績等報告書、評価結果反映報告書作成（法人） 

実績報告 ６月 ○業務実績等報告書、評価結果反映報告書提出（法人） 

（年度終了後、３か月以内に提出） 

評価 ６月～８月 ○業務実績等の検証（法人からのヒアリング） 

○評価結果（案）作成 

○評価委員会から意見聴取 

○評価結果の決定（年度及び期間評価は８月上旬を、見

込み評価及び業務全般の見直し結果は８月下旬を目途

とする） 

報告・公表 ９月 ○評価結果を東京都議会第３回定例会に報告 

 

５ 本基準の見直しについて  

評価の実効性や評価指針、法人に関する都の計画、方針等を踏まえ、知事による目標

策定・評価に基づくＰＤＣＡサイクルの実効性をより高める観点や法人のマネジメント
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の実効性をより向上させる観点から、適時に本基準の見直しを行い、必要な変更を行う

ものとする。 

 

 

 附則 

 この基準は、平成３０年４月１日から施行する。 

 附則 

 この基準は、令和３年７月１日から施行する。 

 

別表１ 

評 語 説 明 

Ｓ 
年度計画を大幅に上回

って実施している 

年度計画を上回る実績・成果を上げている項目のうち次に掲

げる条件に該当する項目 

・  定量的目標が定められている項目について、目標の水準を 

大幅に上回る実績・成果を上げている 

・  実績・成果が卓越した水準にある 

・  都政・都民の新たなニーズに迅速に対応した取組により 

高い実績・満足度を実現している 

・  上記の各項目に準ずる実績・成果を上げている 

Ａ 
年度計画を上回って実

施している 

年度計画を上回る実績・成果を上げている項目で、Ｓ評価に

は該当しない項目 

Ｂ 
年度計画を概

おおむ

ね順調

に実施している 

年度計画に記載された事項を１００％計画どおり実施してい

る項目 

Ｃ 
年度計画を十分に実施

できていない 

実績・成果が年度計画を下回っている項目で、Ｄ評価には該

当しない項目 

Ｄ 
業務の大幅な見直し、

改善が必要である 

実績・成果が年度計画を下回っている項目のうち、次に掲げ

る条件に該当する項目 

・  定量的目標が定められている項目で、実績・成果が 

目標の水準を大幅に下回っている 

・  提供すべきサービス、財務内容、その他業務運営に 

重大な瑕疵
か し

がある 

・  実績・成果が上記の各項目に準ずる水準に止まっている 

＜備考＞ 

・  上記の説明は、あくまで目安であり、実績・成果の水準に加え、 

  計画の難易度、外的要因、取組の経緯・過程等を総合的に勘案して評価する。 
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別表２ 

評 語 

～特筆すべき業務の進捗状況にある 

～優れた業務の進捗状況にある 

～着実な業務の進捗状況にある 

～業務の進捗状況に遅れが見られる 

～業務の進捗状況に大幅な遅れが見られ、業務の改善が必要 
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別表３ 

評 語 説 明 

Ｓ 
中期目標の達成状況が極

めて良好である 

中期計画を上回る実績・成果を上げている項目のうち次に

掲げる条件に該当する項目 

・ 定量的目標が定められている項目について、目標の水準を 

大幅に上回る実績・成果を上げている 

・ 実績・成果が卓越した水準にある 

・ 都政・都民の新たなニーズに迅速に対応した取組により 

高い実績・満足度を実現している 

・ 上記の各項目に準ずる実績・成果を上げている 

Ａ 
中期目標の達成状況が良

好である 

中期計画を上回る実績・成果を上げている項目で、Ｓ評価

には該当しない項目 

Ｂ 
中期目標の達成状況が

概
おおむ

ね良好である 

中期計画に記載された事項を１００％計画どおり実施して

いる項目 

Ｃ 
中期目標の達成状況がや

や不十分である 

実績・成果が中期計画を下回っている項目で、Ｄ評価には

該当しない項目 

Ｄ 

中期目標の達成状況が不

十分であり、法人の組織、

業務等に見直しが必要で

ある 

実績・成果が中期計画を下回っている項目のうち次に掲げ

る条件に該当する項目 

・  定量的目標が定められている項目で、実績・成果が 

目標の水準を大幅に下回っている 

・  提供すべきサービス、財務内容、その他業務運営に 

重大な瑕疵
か し

がある 

・  実績・成果が上記の各項目に準ずる水準に止まっている 

＜備考＞ 

・ 上記の説明は、中期目標期間評価に当たり、より定量的な指標及び客観的な評価基準で

評価を行うためのあくまで目安であり、実績・成果の水準に加え、計画の難易度、外的

要因、取組の経緯・過程等を総合的に勘案して評価する。 

 

別表４ 

評 語 

～特筆すべき業務の達成状況にある 

～優れた業務の達成状況にある 

～概
おおむ

ね着実な業務の達成状況にある 

～やや不十分な業務の達成状況にある 

～不十分な業務の達成状況にある 
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